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和歌山県家具等固定施工事業者登録制度要綱

（目的）

第１条 この要綱は、家具等を固定する工事（以下「工事」という。）を誠実かつ良心的

に施工する事業者を県に登録し、その情報を提供することにより、防災・減災意識の高

揚を図るため、県民が安心して当該事業に基づく工事を実施できる環境を整備すること

を目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において「家具等」とは、タンス、本棚、食器棚、冷蔵庫その他の器具

による固定が可能なものをいう。

（登録事業者の要件等）

第３条 知事から登録を受けて、工事を施工することができる者（以下「登録事業者」と

いう。）は、和歌山県内に主たる事業所を有する個人又は法人で、過去５年以内の家具

固定の施工実績を有する者又は同等の施工を行っていると認められる者とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者は登録を受けることができない。

（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当す

る者

（２） 第９条第１項第３号から第５号までの規定により登録の取消しを受けた者で、

当該取消しを受けてから１年を経過していない者

（３） 県の施策である「出張！減災教室」の受託事業者

（４） 和歌山県役務の提供等の契約に係る入札参加資格停止要領（平成２１年制定）

に規定する入札参加の停止の措置を受けている者

（５） 和歌山県建設工事等契約に係る入札参加資格停止等措置要綱（平成１６年制定）

に規定する入札参加の停止の措置を受けている者

（６） 和歌山県暴力団排除条例（平成２３年和歌山県条例第２３号。以下「暴力団排

除条例」という。）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下、この条において

「暴力団員等」という。）であると認められる者

（７） 暴力団（暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下この条に

おいて同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者

（８） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える

目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしていると認められる者

（９） 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

る者

（10） 暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当に利用するなどしていると

認められる者

（11） 和歌山県が行う調達契約等からの暴力団排除に関する事務取扱要領（平成２０

年制定）に規定する排除措置を受けている者

（12） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、再生手続開始の申立てが
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なされている者、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更正手続

開始の申立てがなされている者又は破産法（平成１６年法律第７５号）に基づき、

破産手続開始の申立てがなされている者

（13） 県税、消費税及び地方消費税に未納がある者

３ 知事は、前２項に関して、関係機関等に必要な照会等を行うことができるものとする。

（登録の申請等）

第４条 登録事業者として登録を受けようとする者は、和歌山県家具等固定施工事業者登

録申請書（別記第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出しなければな

らない。

（１） 前条第１項の要件を満たす者であることが確認できる契約書の写し又は履行証

明書（別記第２号様式）。

（２） 役員名簿（法人の場合に限る。）（別記第３号様式）

（３） 法人登記事項証明書又は住民票

（４） 県税、消費税及び地方消費税に未納がないことを証明する書類

（５） 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める書類

２ 前項の規定にかかわらず、和歌山県役務の提供等の契約に係る入札参加資格者又は和

歌山県建設工事入札参加資格を有する者は、前項第３号から第４号までに規定する書類

の提出を省略することができる。

３ 知事は、第１項の申請書を受理したときは、当該申請書の内容について審査し、適当

と認めたときは、和歌山県家具等固定施工事業者登録承認通知書（別記第４号様式）を

当該申請者に通知するとともに、和歌山県家具等固定工事登録事業者名簿（別記第５号

様式）に登録するものとする。

４ 知事は、前項の登録事業者名簿（別記第５号様式）を県のホームページへの掲載その

他の方法により公表するものとする。

（登録の有効期間）

第５条 登録の有効期間は１年とし、当該期間の起算日は前条第３項の規定による登録が

行われた年度の４月１日とする。

（登録の更新）

第６条 登録事業者は、登録の有効期間内に当該登録の更新を受けなければ、登録が行わ

れた年度の翌年度の効力を失うものとする。

２ 登録の更新を受けようとする登録事業者は、当該登録の有効期間が終了する年度の３

月１０日までに、和歌山県家具等固定施工事業者登録更新申請書（別記第６号様式）を

提出しなければならない。

３ 第４条第３項及び第４項の規定は、登録の更新について準用する。この場合において、

同条第３項中「第１項」とあるのは「前項」と読み替えるものとする。

４ 前項の規定により登録事業者名簿に登載されたときは、登録の有効期間は１年延長さ

れるものとする。
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（登録事項の変更）

第７条 登録事業者は、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、速やかに和

歌山県家具等固定施工事業者登録事項変更届（別記第７号様式）に知事が必要と認める

書類を添えて知事に届け出なければならない。

（１） 氏名若しくは名称又は法人にあっては、その代表者名が変更となったとき。

（２） 住所若しくは所在地又は連絡先が変更となったとき。

（３） 工事実施可能地域を変更するとき。

（４） 事業者概要を変更するとき。

（５） 標準的な工事に要する費用の金額を変更するとき。

２ 知事は、前項の規定による届出があったときは、登録事業者名簿の内容（当該届出に

係る部分に限る。）を変更するものとする。

（登録の辞退）

第８条 登録事業者は、その登録を辞退しようとするときは、速やかに和歌山県家具等固

定施工事業者登録辞退届（別記第８号様式）を知事に届け出なければならない。

２ 知事は、前項の規定による届出があったときは、登録事業者名簿から当該登録事業者

を削除するものとする。

３ 知事は、前項の規定により登録を削除した場合は、県のホームページへの掲載につい

ても削除するものとする。

（登録の取消し）

第９条 知事は、登録事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その登録

を取り消すことができる。

（１） 第３条第１項に掲げる要件を満たさないことが判明したとき。

（２） 第３条第２項各号に掲げる者となったとき。

（３） 偽りその他不正な手段による登録が判明したとき。

（４） 第１１条に掲げる責務及び遵守事項に反したとき。

（５） 県民に不利益を与える等の不当行為その他の登録事業者として不適当と認めら

れる事由が判明したとき。

２ 知事は、前項第３号から第５号までの規定により登録を取り消したときは、和歌山県

家具等固定施工事業者登録取消通知書（別記第９号様式）により当該取消しを受けた登

録事業者に通知するとともに、その旨を県のホームページへの掲載その他の方法により

公表するものとする。

（費用負担）

第１０条 登録事業者が行う工事に要する費用は、当該工事の依頼者が負担するものとす

る。

（登録事業者の責務）
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第１１条 登録事業者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１） 工事の施工に関し、誠実かつ良心的に行うこと。

（２） この要綱その他関係法規を遵守すること。

（３） 工事の施工の全部又は一部を第三者（法人にあってはその構成員を除く。）に

請け負わせないこと。

（４） 工事の施工上知り得た個人情報、調査資料等を他に漏らさないこと。

（５） 工事の施工前にその内容及び金額を依頼者に十分説明の上、指定器具及び工賃

等（交通費を除く。）について依頼者との間で工事請負契約書（別記第１０号様

式）により契約を締結すること。

（６） 工事の施工後は、依頼者から施工確認を得ること。

（７） 工事に係る費用の受領は、工事の施工後に行うこと。

（８） 工事の施工後、速やかに和歌山県家具等固定施工実績報告書（別記第１１号様

式）を提出すること。

（９） 施行にかかる事故・苦情・トラブル等は、誠意をもって依頼者との間で解決を

図ること。

（損害賠償）

第１２条 登録事業者が行った工事において生じた損害又は第三者に与えた損害につい

て、県は損害賠償責任その他一切の責任を負わないものとする。

（その他）

第１３条 県は、この要綱に基づき登録された事業者に家具固定施工の発注を保証するも

のではない。

（雑則）

第１４条 この要綱に定めるもののほか、和歌山県家具等固定施工事業者登録制度の運用

に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附 則

この要綱は、平成２６年 ８月 ５日から施行する。

この要綱は、令和３年 ３月 １日から施行する。


